
令和７年度当初予算

※国庫支出金のうち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（60,000千円）

0 0 0 0

0 0 0 60,000

0

今 回 予 算 額 120,000 60,000 0 0 0

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0

一般財源

合　　 　　計 120,000

成果目標

○ 事業目標：若年層の定着・回帰に資するプロモーションの実施（延べ接触回数 2000万リーチ）及び新たなプロジェク
トを創り出すための議論の枠組みの構築（R7目標）

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債

県・市町一体
型プロジェク
ト

○県・市町一体型プロジェクトの創出
　・若年層のUIターンや二地域居住など、広島への定着・回帰に向けた、
　　新たなプロジェクトを創り出すための議論の枠組みの構築
　・県・市町一体型プロジェクト：１億円規模
  ※プロジェクトの財源として市町振興基金を活用

―

（単位：千円）

内　　　　容 今回予算額

広報プロモー
ション

○若者の定着・回帰に向けた広報プロモーションの実施
　・プロモーションにかかる動画等のコンテンツ制作
　・若者が日常的に利用するSNSを活用した広告等

120,000

　事業内容

支出科目 款：総務費　　項：企画費　　目：企画総務費

担当課 経営企画チーム

事業名 若年層の定着・回帰に向けたムーブメント創出事業（一部国庫）【新規】

目　的

　広報プロモーションを通じ、若年層の広島に対するポジティブなイメージを高めるとともに、県・市町が一体となっ
て、UIターンや二地域居住に関する実効性の高いプロジェクトを創り出していくことにより、若年層の広島への定着・回
帰につながるムーブメントを創出する。

事業説明

　対象者

　県内外の若年層・市町



令和７年度当初予算

　事業内容

支出科目 款：総務費　  項：企画費  　目：企画総務費　　　　　　
担当課 ＤＸ推進チーム

事業名 広島県ＤＸ推進事業（一部国庫）【一部新規】

目　的

　デジタル技術を活用して、様々な社会課題の解決と経済発展の双方の実現を図るため、「広島県ＤＸ加速プラン」に基
づき、民間事業者等に対するＤＸへの理解・実践意識の醸成やＤＸの取組を後押しすることにより、全県的なＤＸを推進
する。

事業説明

　対象者

　県民、市町、企業、団体等

（単位：千円）

内　　　　容 今回予算額

ＤＸ実践に対する支援
【一部新規】

○ビジネス変革を推進する中核的人材の育成
　・人材育成プログラムを通じたＤＸ事業計画の策定支援
　・ＤＸ実践道場参加事業者やＤＸ事業計画を策定した事業者に
　　対するビジネス変革の実践支援【新規】
　・進捗報告会等を通じた取組の波及

60,400

ＤＸへの取組着手支援
【一部新規】

○「広島県ＤＸ推進コミュニティ」を通じた
　ビジネス変革に取り組めていない層に対する支援
  ・簡易診断ツールやＤＸ実践ガイドブック等の
　　各種支援ツールの利活用促進
　・ステップアップ研修や事例研究会の実施　等

○支援機関と連携した取組の推進
　・支援機関（商工団体や金融機関など）を通じた
　　中小企業等による共同利用の検討【新規】
　・支援環境の運営及び支援者向け研修の実施　等

25,782

合　　 　　計 94,213

ＤＸ推進を支える
その他の取組

　・県・市町職員向けのデジタルリテラシー向上に係る研修の実施
　・ＤＸ実態調査の実施　等

8,031

成果目標

○ 事業目標  ：デジタル技術の活用を含めたビジネス変革に取り組んでいる民間事業者等の割合
 　　　　　　　（R6実績）30.2％　（R7目標）50.0％

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

今 回 予 算 額 94,213 45,141 0 0 0 0 0 0 49,072

※国庫支出金のうち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（45,141千円）

0 0 0 0 69,685
前 年 度
当 初 予 算 額

118,935 49,250 0 0



令和７年度当初予算

※国庫支出金のうち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（12,685千円）

（単位：千円）

各産業分野での
プラットフォー
ムの構築・強化

事業者等のレベルに応じたデジタル技術導入への挑戦を効果的・効率的に支援
するために、事業者等がデジタル技術の活用効果を体感できる共通技術基盤
（プラットフォーム）を構築・強化する。
○プラットフォームの強化
○プラットフォームを用いた事業者等へのデジタル技術の普及

24,002

今回予算額内　　　　容

0 15,737

12,857 0 0 0 0 143 0 17,000

12,685 0 0 0 0 0

県債 一般財源

成果目標

○ 事業目標　：デジタル研究人材育成者数（累計）　　　　　　　　(R5実績)71人 (R7目標)55人
○ ワーク　　：57 企業等の研究開発の支援
○ ワーク目標：デジタル技術の活用による事業者等の課題解決件数（単年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(R5実績)64件 (R7目標)38件

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

　事業内容

支出科目 款：総務費　  項：企画費　　  　目：研究開発費 　　　　　　
担当課 研究開発課

事業名 デジタル技術を活用した研究技術支援機能強化事業（一部国庫）

目　的

　総合技術研究所において、将来にかけて必要とされる技術を有する人材を継続的に育成し、県内中小企業及び農林水
産事業者（以下「事業者等」）が抱える技術的課題に対応する共通技術基盤を構築することにより、技術支援機能を強
化する。

事業説明

　対象者

　事業者等、総合技術研究所研究員及び農業普及指導員

今 回 予 算 額

前 年 度
当 初 予 算 額

事 業 費

28,422

30,000

プラットフォー
ムを支える人材
の育成

プラットフォームを構築し、その効果を最大限発揮するためには、技術支援を
行う研究員の知識やスキルの習得、進化、蓄積が不可欠となるため、デジタル
人材の確保や保有技術の高度化に継続して取り組む。
○外部及び内部研修等による人材育成

4,420

合　　 　　計 28,422



令和７年度当初予算

　事業内容

今 回 予 算 額 0 0 0 0

今回予算額

　南海トラフ巨大地震及び五日市断層地震など地震発生時に応急対応等の司令塔となる庁舎間をつなぐ議事堂－北館
及び本館－北館の渡り廊下の耐震改修工事を行う。

（単位：千円）

内　　　　容

0 0

事 業 費

56,464

渡り廊下耐震改修工事
（工期：R5～R7）

支出科目 款：総務費　　  項：総務管理費  　目：財産管理費　　　　
担当課 財産管理課

事業名 県庁舎附帯施設耐震化事業（単県）

目　的

　大規模災害発生時における防災拠点庁舎間の円滑な業務連携による速やかな初動応急対応に資するため、防災拠点庁
舎である本館と北館及び北館と議事堂を繋ぐ渡り廊下の安全性を確保する。

事業説明

　対象者

　県民、来庁者、県職員

県債 一般財源

56,400 64

成果目標

○ 事業目標：本館－北館の渡り廊下耐震改修工事の実施（R7目標）

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

93,240 0 0 0 0

〇議事堂－北館及び本館－北館の渡り廊下耐震改修工事
 【渡り廊下の設置時期】
　昭和45年（1970年）10月の北館竣工時に設置（耐震性なし）
　＜築54年（R7.1現在）＞

56,464

56,300 78）前 年 度
当 初 予 算 額 0 0 86,800 6,440

（債務56,378



令和７年度当初予算

　県庁舎北館の建築工事、電気設備工事、機械設備工事を実施することにより、北館の長寿命化及び業務遂行に不可
欠な設備の機能維持を図る。

内　　　　容 今回予算額

県庁舎北館
内外部改修工事

（工期：R5～R7）

　・建築工事（内部改修、外壁改修、屋上防水等）
　・電気設備工事（電気設備更新等）
　・機械設備工事（空調設備改修等）
　・移転関連経費

697,358

（単位：千円）

0 0 0

0 0

　対象者

　県民、来庁者、県職員

県債 一般財源

569,200 128,158

成果目標

○ 事業目標:北館の改修に係る工事等の実施（R7目標）

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

事業名 県庁舎北館内外部改修事業（単県）

目　的

　県庁舎北館の老朽化が進んでいることから、建物の長寿命化や、業務遂行に不可欠な設備の機能維持を図る。

事業説明

支出科目 款：総務費　　  項：総務管理費  　目：財産管理費　　　　
担当課 財産管理課

前 年 度
当 初 予 算 額

事 業 費

697,358

718,749

　事業内容

今 回 予 算 額

0 553,000 165,749

0 0 0 0

0 0



令和７年度当初予算

※導入にかかる経費については、後年度に宿泊税を充当予定。

内　　　　容

（単位：千円）

今回予算額

14,982

　対象者

　県民

　事業内容

271,897
宿泊税導入に
伴うシステム
改修

○宿泊税の適正な賦課徴収事務のためのシステム改修
【改修内容】
　宿泊税を他税目と同様に、課税から収納、還付、滞納整理、決算、統計まで、現
行システムで一体的に管理を行うため、全機能を改修

成果目標

○ 事業目標  ：税務トータルシステム等改修による適正・円滑な県税事務の執行
　　　　　　　 宿泊税における賦課徴収事務の適正化・効率化及び宿泊事業者の申告納入に係る事務負担軽減

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

286,879合　　 　　計

宿泊税導入に
伴う事務経費

○宿泊税導入に係る宿泊事業者への説明会開催
○宿泊税制度の周知・広報
○申告書等印刷委託

事業名 宿泊税システム等改修事業（単県）【新規】

目　的

　宿泊税の導入に伴い、本県の県税業務の基幹システムである税務トータルシステム等を改修し、運用を行う。また、宿
泊事業者への説明会を開催するなど、適正・円滑な賦課徴収を実施するための準備を行う。

事業説明

支出科目 款：総務費　　　項：徴税費　　  　目：賦課徴収費　　　　
担当課 税務課

前 年 度
当 初 予 算 額

事 業 費

286,879

0

0

00 0 0 0 0

0今 回 予 算 額

0 0

0 0 0 0 0 286,879



令和７年度当初予算

事業目標

○ 事業目標：農業技術センター果樹研究部施設建替えの完了（R10目標）

事業費　（単位：千円）

0

繰入金 諸収入 県債

0

0

0 0 0

一般財源

0 0
53,500

5,900
6,025）

729
前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0 0

今 回 予 算 額
（債務　59,525

6,629

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入

（単位：千円）

内　　　　容 今回予算額

6,629
（債務59,525）

農業技術センター
果樹研究部施設の建替に係る
基本設計・実施設計

農業技術センター果樹研究部施設の建替えに係る設計委託等を実施
（R7～R8）

　事業内容

支出科目 款：総務費　  項：企画費　　  　目：研究開発費 　　　　　　
担当課 研究開発課

事業名 農業技術センター果樹研究部施設建替事業（単県）【新規】

目　的

　老朽化が進んでいる農業技術センター果樹研究部（安芸津）施設について、引き続き果樹生産者等を支援する研究拠
点として業務を行っていくため、現敷地内で建替えを行う。

事業説明

　対象者

　県民、来庁者、県職員



令和７年度当初予算

款：総務費　  項：総務管理費  　目：財産管理費　　
款：商工費　  項：工鉱業費　 　 目：工鉱業振興費 　　

0 2,732,992 0 0 3,000,000合　計 5,732,992 0 0 0
0 0 0 0

3,000,000 0 0 0 0

今回予算額

前 年 度
当初予算額

0 0 0

支援金

支援金

積立金

積立金

合　計

387,509
2,612,491

5,732,992
0

0 0
0

0 0 0 0

0
0 0 0 3,000,000

2,612,491

0 0 2,732,992 0 3,000,000

担当課 財政課、商工労働総務課

事業名 広島県土地造成事業等債務処理事業（単県）

0 0 0 0
0 0 387,509

0 0 0
0

 土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）における資金不足に対応するため、計画的
な基金積立及び資金不足に対応した一般会計からの支援を行うことにより、想定される負担を平準化し、債務処理を
着実に進める。

支出科目

 1 土地造成事業
　 会計への支援
 （一般会計支援額）

　令和７年度に土地造成事業会計において資金不足が見込まれるため、
一般会計から土地造成事業会計へ資金不足相当額を繰り出す。

387,509

　土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）においては、バブル経済崩壊以降の地価
の下落に伴い、造成原価を下回る価格で分譲地を売却せざるを得なかったことなどにより経営状況が悪化したため、
長期間にわたり、企業債の償還等に必要な資金が不足する見込みとなっている。
　このため、想定される負担を平準化し、計画的に債務処理を進めるため、「広島県土地造成事業等債務処理基金」
の積立・取崩を行いながら、資金不足に対応した一般会計からの支援を行う。

事業説明

　事業内容

（単位：千円）

内　　　　　　容 今回予算額

目　的

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

 2 広島県土地造成
   事業等債務処理
  　基金への積立
　 （基金積立額）

　土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事
業）における今後の資金不足に対応するため、「広島県土地造成事業等
債務処理基金」への積立を行う。

2,612,491

【資金不足見込額及び一般会計からの支援予定額】

成果目標

（単位：億円）

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 計

- - - ▲ 21 ▲ 6 ▲ 54 ▲ 4 ▲ 19 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 37 ▲ 93 ▲ 11 ▲ 275

- - - ▲ 21 ▲ 6 ▲ 54 ▲ 4 ▲ 19 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 4 - - - ▲ 134

- - - - - - - - - - - - - ▲ 37 ▲ 93 ▲ 11 ▲ 141

- - - 21 6 54 4 19 5 13 1 7 4 37 93 11 275

一般財源（Ａ） - - - 21 6 30 4 19 5 5 0 0 0 0 0 0 90

基金繰入金 - - - 0 0 24 0 0 0 8 1 7 4 37 93 11 185

30 30 30 9 24 0 26 11 25 0 0 0 0 0 0 0 185

30 60 90 99 123 99 125 136 161 153 152 145 141 104 11 0 -

30 30 30 30 30 30 30 30 30 5 - - - - - - 275

※単年度負担額を平準化するため、支援額が30億円を上回る場合は基金取崩を行う。

※R5年度までは決算額、R6年度以降はR7年度当初予算編成時点の見込み。

※億円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しないことがある。

区　分

 各年度の資金不足見込額

土地造成事業会計

港湾特会（臨海土地）

 一般会計支援予定額

財

源

内

訳

 基金積立額（Ｂ）

 基金年度末残高

参考 単年度負担額（Ａ＋Ｂ）


